1. 会計原則生成の史的背景

　財務諸表は、「記録と慣習と判断の総合的表現」であるといわれるように、恣意性が入りやすい。このため、財務諸表に対する信頼性を高める要請が生じ、会計実務を制度化することによって、この要請に応える必要が生じたのである。このような社会的要請が、制度としての会計原則を制定させ、この会計原則が企業会計に対する指導原理性を確立していったのである。

　会計原則の制定は、古くはアメリカにみることができる。1929年10月、アメリカでは当時すでに産業革命を終えて大規模な株式会社制度が確立していたが、世界大恐慌の幕開きにより、多くの投資家が損害を被った。

　この結果、投資家保護の理念のもとに証券の正常な売買を意図した証券法や証券取引法が法制化され、会計原則制定に関する機運が高まったのである。その後、アメリカ会計士協会ならびにアメリカ会計学会から、数多くの会計原則が公表され、それらが、今日の「一般に認められた会計原則」（GAAP）の基礎となったのである。

2. アメリカの会計原則

(1) GAAPの萌芽

　GAAPとは、一般に認められた会計原則を意味する。また、GAAPは、財務諸表を作成する際の拠り所であり、基礎的なルールを提供する原則であるといえる。

　一般に認められた、会計原則は、資産および負債として記帳されるべき経済的資源と債務の内容、記帳されるべきそれらの変動の内容、これらの変動の記帳時期、記帳された資産、負債ならびにそれらの変動の測定方法、公表されるべき情報の内容とその公表の方法、作成されるべき財務諸表の種類の諸点に関する、ある時点での一般的な合意を集大成したものであるとしている。

原則と基準という用語を使用した「序説」では、原則という言葉では一般に、会計のような人間用役による制度においては存在しえないほどの普遍妥当性と恒久性とを示唆することになろう、と指摘し、さらに、基準は、背離を必要としまたそれを明らかに正当化しうる場合に、この背離を測定するための計器であると考えられる、とまとめている。要するに、普遍妥当性と恒久性を意味する原則という用語は、会計に馴染まないとしている。しかし、会計を規制するには、首尾一貫した普遍妥当性が要請されなければならない。

(2) GAAPの現状

　会計原則の設定主体が上述の職業会計人を中心とするAICPAにあることから、1970年代に入ると限界を露呈することになる。要するに、APBに代わる実質的に権威ある組織によって制定された会計原則が要請されたのである。こうした背景によって1973年にFASBが発足した。

FASBが権威ある組織を保持し得るためには、各界から人材を集める必要が生じたので、組織には、政府規制期間をはじめ会計学会、ユーザー、監査人および財務諸表の作成者の代表が加入している。

　アメリカのGAAP形成方法の特徴は、一方で個性的アプローチを採用しつつ、他方で体系的・総合的なアプローチがみられていることである。

　アメリカにおけるGAAPの形成は、議会からの付託を受け、さらにSECによって実質的に権威が付与されたFASBが会計基準書および会計概念報告書の公表によってなされている。そして、このGAAPに基づいて作成される財務報告書が、監査基準に照らして監査されることによって、株主や債権者をはじめとするその他の利害関係者に開示される。

3. わが国の企業会計原則

　わが国の企業会計原則は、会計処理および手続きについての理論的規範と実践的規範の両方の性格を有しているのである。

　会計原則は、目的的・倫理的な規範であるから一般原則のみが該当し、会計基準は、行為的・実践的な規範であるから損益計算書原則および貸借対照表が該当する。

　また、会計原則を構築する方法に、帰納法と演澤法とがある。帰納法とは、ひとつひとつの具体的な事柄から一般的原理を導きだすことであり、演澤法とは、経験によらないで論理によって一般的原理を導きだすことである。企業会計原則は、その性格を述べるにあたって、先に指摘したごとく「企業会計原則は、企業会計の実務の中に習慣として発達したものの中から、一般に公正妥当と認められたところを要約したものであって」と表現している。

　現在、わが国の企業会計原則の設定主体は、パブリックセクターといわれる企業会計審議会に委ねられている。従って、上述したアメリカのFASBがプライベートセクターであるので、わが国と大きな相違がみられる。

